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これ以降，福島第一原発では，次々と原子炉が増設され，昭和 54年 10月には 6号機の運転が開始さ
れ，合計 6つの原子炉が運転されるに至った。 
国会事故調1の報告書によれば，福島第一原発の事故の概要は，以下の通りである。 




本件地震発生時，福島第一原発において，1 号機は定格電気出力一定で運転中，2 号機及び 3 号機
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否定しており6，原子力損害賠償紛争審査会もまた，東電が免責されないことを前提として指針を策定


















































4. 福島原発事故における国の賠償責任    
4.1. 国家賠償法１条１項における規制権限不行使の違法 
いかなる場合に規制権限の不行使が国家賠償法上違法となるかについては，宅建業者事件最高裁判
決（最高裁平成元年 11月 24日第二小法廷判決・民集 43巻 10号 1169頁），クロロキン事件最高裁判
決（最高裁平成 7年 6月 23日第二小法廷・民集 49巻 6号 1600頁），水俣病関西事件最高裁判決（最












設置しようとする者は，経済産業大臣の許可を受けなければならないとし（23 条 1 項），実用発電用




いとする（24 条 2 項）。原子力安全委員会は，同委員会が定める指針に基づき，原子炉施設の安全審
査を行っている。主な指針としては，発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針（平成 2年
8月 30日原子力安全委員会決定），発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成 2年 8
月 30日原子力安全委員会決定），発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（以下，「新耐震設計審














る。発電用原子力施設に関する技術基準を定める省令（昭和 40年 6月 15日通商産業省令第 62号，以
下，「省令 62号」という。）は，電気事業法 40条に定める技術基準適合命令等を発する際の判断基準






済産業大臣の訓令 により，行政手続法 5条 1項の規定による原子炉の設置，運転に係る審査基準とし
て用いられている。また，原子力安全・保安院の内規である「発電用原子力設備に関する技術的基準
を定める省令の解釈について（平成 17年 12月 15日原院 5号）」によれば，省令 62号 5号に定める耐
震性の審査は，新耐震設計審査指針に適合することが求められているものの，発電用原子炉施設に関
する耐震設計審査指針（昭和 53年 9月策定，昭和 56年 7月一部改訂，平成 13年 3月一部改訂）（以













その他，原子炉等規制法 36 条 1 項は，経済産業大臣は，原子炉施設の性能が前条 1 項の規定に基







福島第一原発 1号機の設置許可申請書（昭和 41年 7月 1日設置許可申請，同年 12月 1日許可）は，








































民の生命，健康，身体の安全等の保護にあるといえる。それは，電気事業法 39条 2項 1号と目的を共
通にする原子炉等規制法 24条 1項 3号及び 4号につき，「事故等がもたらす災害により直接的かつ重
大な被害を受けることが想定される範囲の住民の生命，身体の安全等を個々人の個別的利益としても
保護すべきものとする趣旨を含む」としたもんじゅ事件最高裁判決（最高裁平成 4年 9月 22日第三小





























平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災，それに伴う巨大津波と東京電力福島第一原子力発電
所の事故により，岩手県，宮城県，福島県等の被災地の住民約 47 万人が避難を余儀なくされ，平成
25 年 8月 12日現在も，約 29万人が，全国 47都道府県において避難生活をおくっている。都道府県
別の避難者数は，多い順に，宮城県（9万 7715人），福島県（9万 1998人），岩手県（3万 7852人），
東京都（8828人），山形県（7974人），茨城県（5223人），新潟県（5080人），千葉県（4026人）等と
なっている16 。 
県外から群馬県に避難した避難者の数は，平成 23年 3 月 27 日において 3730人とされ，同年 4月
以降，旅館，ホテル等を利用した避難所の閉鎖に伴い急激に減少した。平成 23年 8月から平成 24年
3月までは約 2000人で推移していたが，平成 24年 4月以降，現在まで，緩やかな減少傾向にある。
平成 25 年 8月 12日現在，群馬県における避難者数は，1606人である。そのうちの 1501人が福島県
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からの避難者であり，福島県からの避難者が，全体の約 93％を占めている。 
震災後の当初，片品村，東吾妻町，草津町が，福島県南相馬市の住民を集団的に受入れたことから，
群馬県には南相馬市からの避難者が多かった 。平成 24年 8月 15日の時点において，南相馬市からの
避難者が 452人で最も多く，次いで多いのが，浪江町からの避難者で 248人となっている。福島県以
外からの被災県からの避難者は，宮城県から 90人，岩手県から 18人，茨城県から 6人である。 
群馬県への避難者は，震災後の当初は，片品村，東吾妻町，みなかみ町，草津町といった山間部の
町村に多かったが，当該町村にある旅館，ホテルなどを利用した避難所の閉鎖に伴い，当該町村の避
難者数は減少した 。平成 25年 9月 4日現在，避難者の多くは，高崎市（338人），太田市（269人）
前橋市（236 人），館林市（135 人），伊勢崎市（133 人），といった比較的都市部の市町に居住してい
る17。 
5.2. 東日本大震災による群馬県内避難者に関する調査 








震災時の住所については，回答数が多い順に，南相馬市 168 件（24.3%），浪江町 33件（17.8％），





半径 20km 以内の警戒区域からの避難者がもっとも多いが，次いで，いわゆる自主避難者が多い。 
現在の住居については，応急仮設住宅 135 件（73.0％）であり，その内訳は，県の借上げ民間賃貸










































































のでなければならないこと（2 条 2 項），②子ども（胎児を含む。）が放射線による健康への影響を受
けやすいことを踏まえ，その健康被害を未然に防止する観点から放射線量の低減及び健康管理に万全
を期することを含め，子ども及び妊婦に対して特別の配慮がなされなければならないこと（2条 5項）





























を含む基本方針を定めなければならない（5 条）とされているが，支援法の成立から 1 年以上，政府
より基本方針が示されることはなかった。支援対象地域の指定の基準については，さまざまな議論が
あり，市民団体等からは，年間被ばく線量 1mSv以上の地域とすべきであるという意見も根強かった。
平成 25年 8月 30日，復興庁は，基本方針案を示し，支援対象地域については，福島県中通及び浜通
りの 33市町村（避難指示区域等を除く。）とした。 
しかし，福島第一原発事故による放射能汚染は，福島県内に止まらず広い範囲に及んでおり，上記































                                                        
注 
1 国会事故調査委員会は，東京電力福島第一原子力発電所事故の原因究明のための調査・提言を行う
ために国会に設置された独立した調査委員会であり，平成 23年 12月 8日に発足し，その報告書は，
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平成 24年 7月 5日に両院議長に提出された。  
2 原賠法に定める賠償制度については，別に注で挙げた他，加藤一郎「原子力災害補償立法上の問題
点」ジュリスト 190号 14頁，竹内昭夫「原子力損害二法の概要」ジュリスト 236号 29頁，森田章
「原子力損害賠償法上の無限責任」NBL956号 23頁，秋元理匡「原子力損害賠償 被害者救済法理の




時の法令 357号 21頁参照。 




時の法令 1882 号 39頁。東電の免責を否定する見解として，淡路剛久「福島第一原子力発電所事故
の法的責任」NBL968号 36頁，大塚直「福島第一原子力発電所事故による損害賠償」法律時報 83
巻 11号 48頁，大塚直「福島第一原子力発電所による損害賠償」法律時報 83巻 11号 48頁，小林寛
「原子力損害賠償責任における免責規定の適用要件に関する考察」法律時報 85巻 5号 103頁等があ
る。 
6 平成 23年 5月 2日の予算委員会において，枝野幸男官房長官（当時）は，平成 23年 3月 11日に
起きた地震及びそれに伴う津波について，原賠法に定める「異常に巨大な天災地変」には該当しな
いとの考えを述べた。  
7 森嶌昭夫「原子力事故の被害者救済（３）－損害賠償と補償」時の法令 1888 号 38 頁参照。 
8 昭和 31版原子力白書第 7章§1日米原子力研究協定の締結参照。 
9 大塚直「福島第一原発事故による損害賠償と賠償支援機構法―不法行為法学の観点から―」ジュリ
スト 1433号 40頁，日本弁護士連合会編『原発事故・損害賠償マニュアル』31-33頁（日本加除出版），
卯辰昇「原子力損害賠償法における責任集中原則と国家補償」損害保険研究 74巻 1号 128頁。 
10 小島延夫「福島第一原子力発電所事故による被害とその法律問題」法律時報 83巻 9-10号 55頁。 














15 O.P. は，海抜を表す単位で，小名浜地方の 1年間の平均潮位を「0」としたもの。 
16 復興庁「全国の避難者等の数」平成 25年 8月 22日。 
17 群馬県危機管理室「県外からの避難者の受入れ状況」平成 25年 9月 4日現在。 
18 群馬大学社会情報学部「平成 24年度群馬大学地域貢献事業「東日本大震災による群馬県内避難者
に関する調査報告書」平成 25年 3月。 
19 「損害賠償請求をしていない」とした回答者には，自主避難者に対する一律賠償又は政府の指示
による避難者に対する仮払補償金を受け取った方が含まれている。 
 
